会計規則
第一章　管理
第一条【会計】
1 会計委員は、この規則を遵守しなくてはいけない。
2 会計委員は、みんなのお金を預かっているだけの存在であり、そのお金は会計委員本人のお金では、断じてない。
第二条【通帳の管理】
1 本会の関するお金が手元にあるなら、ただちに通帳へと入金し、その通帳を責任もって会計委員が管理することとする。
　・通常のお金なら、「ゆうちょ銀行」の通帳へ
　・ＳＰＦに関してのお金なら、「他の銀行」の通帳へ
2 年度末に通帳の代表者名義を変えること。
第三条【出納帳の管理】
　お金の出し入れは、必ず出納長に書き込み、透明性のある仕事をしなくてはいけない。また、出納長の開示請求を受けたら直ちに開示しなくてはいけない。
第2章 　会計報告
第四条【会計報告】
　会計委員は、年二度（前期・後期）に会計報告をしなくてはならない。
　方法に関しては、会則を参照。
第五条【年度の見積もり】
1 年度の初めに前期・後期それぞれの見積もりを立てなくてはならない。
2 年度途中で大幅な変更があった場合には、見積もりを立て直さなくてはならない。
第3章 　収入
第六条【会費（入会費・継続費）】
　会員または、会員になろうとする者から年度の初め、または、入会時に会費を受け取らなくてはならない。
第七条【登録カード】
1 登録カードは、会費と同時に受け取らなくてはならない。また、受け取ったら広報に直ちに渡すこと。
2 毎年度書いてもらわねばならない。
第八条【会員証】
1 会員証は、登録カード・会費双方を提出したものに発布する。これは、会費の領収書変わりとなる。
2 毎年度新しい会員証を発布すること。
第4章 　支出
第九条【払い戻し】
第5章 領収書がなくては、払い戻ししてはならない。
第6章 領収書の金額に疑問があれば、執行部会にかけ、あらかじめ承認を得なくてはならない。
第十条【領収書】
1 領収書の裏面に用途と会員名を書いてもらわねばならない。
2 払い戻しがすんだら、領収書に“済”の印を本人に押してもらわねばならない。
第十一条【支出対象】
　主に以下のものに支出する。その他の物は、執行部会にかけ承認を得なくてはならない。
・ゼミのレジュメ代
・新歓期のチラシの印刷代、お菓子、ジュース代。（昼食・夜食代は出さない）
・五號館、プチ五號館の印刷代。
・関法連の連盟費・レセプション代、自校開催費。
・卒業式の花束代
1 第十二条【交通費】
2 交通費を払い戻す際には、「交通機関利用申告票」に記入してもらい執行部の承認を必要とする。（原則二人まで）
　　　適正かどうかの判断は、「交通費申請書」を参照。また、執行部会にかけ、承認を得なくてはならない。
3 領収書が出ない交通機関を利用する場合は、事前に会計委員に報告し、執行部会の承認を得なくてはならない。
4 事前に高額が予想される場合は、事前に報告を受けること。
第十三条【立替】
　立替を請求された場合は、「立替請求書」を記入してもらわなければならない。
第五章　積立・貯金
第十四条【積立】
1 関法連自校開催のため、自校開催年度以外の毎年度15万円「定額貯金」へ入金する。このお金のことを「積立金」と称する。
2 定額貯金への入金が15万円に足りない場合、翌年度に上乗せして入金しなくてはならない。
3 自校開催年度に計45万円定額貯金に入ってなくてはならない。
第十五条【貯金】
　毎年10万円貯金しなくてはならない。このお金は、「貯金」と称する。
第6章 　補助金制度
第十六条【補助金の算出・支出限度】
1 補助金の算出方法は、前年度の収入から、前年度の支出・積立金・貯金を差し引いたものとする。
2 この金額の限度で、補助金を支出できる。
3 臨時支出が出た場合は、この金額から差し引くことにする。
第十七条【補助金の分配目安】
1 補助金の分配の目安は、会計補佐が年度初めに執行部会に提出。承認を得なくてはならない。
2 この分配は、あくまで目安であり、随時執行部会の決議により変更しうる。
第十八条【補助金の対象】
主に以下のものを対象に補助金を支出する。
・追い出しコンパ
・会則第二条、第三条の趣旨に合致する活動
第7章 　改正
第十八条【改正】
　この規則の改正は、執行部会において、過半数の出席と出席会員の3分の2以上の賛成により成立する。
